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【主担当部局：子ども・福祉部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

生まれ育った環境に関わらず、全ての子どもが健やかに、夢と希望を持って育つことのできる環境

が整っています。また、子育て支援サービス等が地域のニーズや実情に応じて提供されることにより、

安心して子育てのできる体制整備が進んでいます。さらに、就学前教育・保育を担う幼稚園、認定こ

ども園、保育所の機能向上が図られ、全ての子どもが質の高い幼児教育を受けることのできる環境が

保障されています。 
 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

保育所等の待
機児童数 

 ０人 

 

０人  ０人 

109 人     

目標項目の説明と令和３年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

翌年４月１日現在における保育所等の待機児童の数 

３年度目標値 
の考え方 

平成 29 年６月に国が発表した「子育て安心プラン」に基づき、県内市町が作成した同プラ
ン実施計画においても、令和３年４月１日時点で待機児童を解消する計画となっているた
め、令和３年度の目標値を０人としました。 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

保育士等キャリ

アアップ研修の

修了者数（累計） 

 6,000 人 

 

8,000 人        11,000 人 

4,163 人           

放課後児童クラ

ブの待機児童数 

 37 人 
 

19 人  0 人 

55 人     

子どもの貧困対

策計画を策定し

ている市町数 

 11 市町 

 

13 市町  22 市町 

８市町     

「ＣＬＭと個別

の指導計画」を

導入している保

育所・幼稚園等

の割合 

 58.5％ 

 

61.0％        67.5％ 

57.4％            

Ⅰ「守る」～命と暮らしの安全・安心を実感できるために～ 

 Ⅰ－１ 防災対策 

   Ⅰ－１－１ 防災対策の推進   

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

子育て支援と幼児教育・保育の充実 

 

 



現状と課題 

①平成 30 年度に保育所保育指針等が改正されるとともに、令和元年 10 月には幼児教育・保育の無償

化が実施されました。幼児期における教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであ

ることから、幼稚園・認定こども園・保育所が家庭・地域と協力し、就学前教育の充実を図ってい

くことが求められています。 

②女性の継続就業率の増加などにより、保育所等への入所希望者が増えています。施設整備などによ

り保育所等の定員は増加していますが、保育士不足が大きな要因となり、待機児童数は高止まり状

態となっています。また令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、前期の保育

士試験（筆記）が中止となるなどの影響が出ています。そこで、潜在保育士の就労に向けた支援や、

新任保育士の就業継続支援に加え、保育士が働きやすい環境づくりに向け、ＩＣＴ等を活用した事

務改善の支援等を行っています。今後も、保育人材の確保に努め、待機児童の解消に取り組むとと

もに、幼児教育・保育のより一層の質の向上、幼稚園等の子育て支援の充実を図っていく必要があ

ります。 

③令和２年度に設置した「三重県幼児教育センター」において、各市町等と連携しながら、市町や幼

児教育施設への訪問・助言や研修の充実、情報発信の強化に取り組んでいます。あわせて、同セン

ターに配置した幼児教育アドバイザーを市町や幼稚園等へ派遣し、助言等を行っています。今後も、

幼稚園や保育所など、また公私立などの施設類型を問わず、質の高い幼児教育・保育が行われるよ

う支援する必要があります。また、就学前の子どもたちの適切な生活習慣の確立を促すため、生活

習慣チェックシートの活用を促進しています。引き続き、各園等の実情に合わせて、取組が推進さ

れるよう支援する必要があります。 

④就学前の保育ニーズの増加とともに、小学校入学後に放課後児童クラブの利用を希望する家庭が増

えており、施設整備などにより利用できる小学校区の割合は増加していますが、待機児童は解消さ

れていません。引き続き、放課後児童クラブの施設整備や従事する人材の確保、安定的な運営への

支援が必要です。また、必要なときに病児・病後児保育が利用できる環境整備が必要です。 

⑤新型コロナウイルス感染症の影響で運営基盤がぜい弱な子ども食堂などが休止するなか、減収によ

る生活困窮などにより食事が満足にとれない子どもや家庭に対し、民間団体等と連携し、食料配布

などを行う取組に対して支援を行いました。今後は、課題を抱える子育て家庭がさまざまな支援に

つながることができるよう地域資源を活用し、誰でも参加できる子どもの居場所づくりを進める必

要があります。 

⑥「第二期三重県子どもの貧困対策計画」に基づき、子どもたちが生まれ育った環境に左右されるこ

となく、未来に希望を持ち、夢や志に向かっていけるよう、教育の支援、生活の支援など関係機関

と連携し、総合的に子どもの貧困対策を推進することが必要です。 

⑦「第四期三重県ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、ひとり親家庭の自立を促進し、安心して

子育てや生活ができるよう、「三重県母子・父子福祉センター」の周知を行うとともに、他団体とも

連携し、就業支援や相談対応の充実等を図る必要があります。 

⑧令和２年度から高等教育の無償化が始まり、低所得者層の教育支援の充実が図られました。また、

県立高校等の授業料に充てる就学支援金や、授業料以外の教育費負担を軽減するための奨学給付金

を支給するとともに、経済的な事由により修学が困難な高校生に対して修学奨学金の貸与等を行っ

ています。奨学給付金については、新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変した世帯を

新たな支給対象として、随時、申請を受け付けるとともに、入学時の負担が大きい新入生に対して

一部前倒し給付できるよう制度を拡充しており、引き続き、支援を行っていく必要があります。 

 



⑨平成 29年６月に開院した「三重県立子ども心身発達医療センター」において、専門的な診療機能を

充実させるとともに、市町の総合相談窓口の中心となる人材育成や、発達障がい児の支援ツールで

ある「ＣＬＭ（Check List in Mie）と個別の指導計画」の保育所等への導入を促進してきました。

しかし、地域の専門医の不足といった状況も相まって、初診診療の待機期間が長期化しています。

そのため、地域の小児科医等を対象に発達障がいについての連続講座を開催するとともに、地域の

医療機関等によるネットワークの構築を支援するため、発達障がい児地域支援ネットワークの構築

を進め、身近な地域での医療の確保と支援体制の充実に取り組んできました。今後も、発達支援が

必要な子どもとその家族に対する適切な医療・福祉・教育サービスが、身近な地域において途切れ

ることなく提供される体制の整備が必要です。 

 

令和３年度の取組方向 

 

①令和元年度に策定した第２期「三重県子ども・子育て支援事業支援計画」に基づき、幼児教育・保

育の総合的な提供等が図られるよう、保育所や認定こども園等に対する給付を行う市町に対して支

援を行います。また、保育所等における新型コロナウイルス感染症の感染防止対策についても、適

切に対応できるよう必要な支援を行います。 

②待機児童の解消に向けて、保育所等の整備や低年齢児保育充実のための保育士加配に取り組む市町

に対して支援を行います。また、潜在保育士向けのＷｅｂ研修環境の整備や、保育士をめざす方へ

の職場体験の機会の提供を通じて潜在保育士の就労・職場復帰を支援するとともに、新任保育士の

就業継続支援、保育士修学資金貸付等を行うなど、市町や高等学校と連携して保育士確保に向けた

取組をより一層進めます。さらに、令和元年度に開設した「保育士・保育所支援センター」のＷｅ

ｂページ「みえのほいく」を活用して、きめ細かな情報発信や求人・求職のマッチング等を行い、

新たな雇用につなげていきます。あわせて、保育士等の処遇改善を推進するため、要件となってい

るキャリアアップ研修を計画的に実施します。 

③ＩＣＴ等を活用した働きやすい職場環境づくりを推進する取組を保育現場に拡げていくため、現場

で実践している優良事例の普及に向けたサポートや、Ｗｅｂサイトでの周知に取り組むとともに、

先進的な取組を行う保育所の表彰を通じて保育現場のモチベーション向上を図り、質の高い保育の

提供につなげていきます。 

④私立幼稚園を設置・経営する学校法人に対して、個性豊かで特色ある教育が推進されるよう支援す

るとともに、引き続き、子ども･子育て支援新制度への移行を希望する私立幼稚園が円滑に移行でき

るよう支援していきます。また、就学前教育を担う人材の資質向上を推進するため、幼稚園教諭や

保育士等の専門性を高める新任研修や園内研修への支援等を実施します。 

⑤放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の設置・運営を支援するとともに、引き続き放課後児童

支援員等の研修を実施し、人材の確保と資質向上に努めます。また、病児・病後児保育の充実に向

けて、医療機関や保育所等での施設整備を支援するとともに、多くの子育て家庭や関係団体の参加

が見込まれるイベントなどの機会をとらえて、県内の病児・病後児保育施設を紹介し、事業の促進

を図ります。これらの取組を通じて、市町が地域の実情に応じて実施する地域子育て支援事業の推

進を支援します。 

⑥新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、支援が必要な子どもや貧困家庭への社会的関心が高

まる中、地域で子どもを支えていきたい思いのある企業や民間団体等と連携し、県内各地に子ども

や保護者が気兼ねなく集うことができ、食事の提供や学習支援、孤立の解消などのさまざまな支援

機能を持つ居場所づくりを進めます。 

子ども・福祉部 

 



 

⑦身近な地域での支援体制の充実に向け、「三重県子どもの貧困対策推進会議」を活用し、市町等に

対し体制整備に係る情報提供や先進事例の紹介など取組を進めます。 

⑧ひとり親家庭の自立を促進するため、三重県母子・父子福祉センターと連携し、就業相談や職業紹

介を行うとともに、高等職業訓練促進給付金の支給など資格・技術取得の支援等を行います。また、

日常生活支援を行う市町への支援を行います。 

⑨ひとり親家庭や生活困窮家庭（生活保護世帯を含む）に対する学習支援が、身近な地域で利用でき

るよう、先進事例の紹介、市町や学習支援に取り組む団体等への情報提供など取組を進めます。ま

た、ひとり親家庭の子どもへの学習支援を行う市町を支援します。 

⑩県立子ども心身発達医療センターを子どもの発達支援の拠点として、引き続き、専門性の高い医療、

福祉サービスを提供します。また、地域における支援体制の構築に向けて、市町における専門人材

の育成支援の充実に取り組むなど、地域の関係機関との連携強化を進めます。さらに、初診申し込

みの際のアセスメントの強化や、地域の小児科医等を対象とした発達障がい児の診察に関する実践

的な研修を行うことにより、身近な地域での発達障がい児の早期診療を可能とする体制を整備しま

す。途切れのない発達支援体制の構築に向けて、「ＣＬＭと個別の指導計画」の改良に取り組むと

ともに、研修や普及啓発事業等を実施し、幼稚園・認定こども園・保育所への導入をさらに促進し

ます。 

 

 

⑪家庭の経済状況に関わらず、子どもたちが私立学校等で安心して学べるよう、就学支援金および奨

学給付金を支給し、保護者等の経済的負担の軽減を行います。また、私立専修学校（専門課程）に

おいて授業料等の減免を行う学校法人に対する助成を行います。 

 
 

⑫高校教育に係る経済的負担の軽減を図るため、きめ細かに修学支援制度を周知するとともに、就学

支援金および奨学給付金の支給ならびに修学奨学金の貸与等を行います。また、小中学校における

「新入学学用品費等」の入学前支給がさらに進むよう、引き続き市町の状況把握や、国の就学援助

に係る財政支援等の動向について市町へ情報提供を行うとともに、「新入学学用品費等」の早期支

給について働きかけていきます。また、小中学校における就学援助費の前倒し支給について、他の

自治体の先進的な取組などを情報収集し、市町教育委員会と共有のうえ、対応について検討します。 

⑬県内全ての幼稚園や保育所等において、質の高い幼児教育・保育が行われるよう、引き続き幼児教

育センターにおいて、市町や幼稚園等への訪問・助言等の支援を実施します。また、就学前の子ど

もたちの適切な生活習慣の確立のため、引き続き、生活習慣チェックシートの活用を促進するとと

もに、「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」の普及に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 

 

教育委員会 

 



主な事業 

 

①教育・保育給付事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R2) ７，４６１，２７０千円 → (R3) ６，７５６，８６５千円  

事業概要：保育所や認定こども園等に対し、市町が支弁する施設型給付費や地域型保育給付費、幼

児教育・保育の無償化に伴い必要となった費用の一部負担等をすることにより、幼児教

育・保育の総合的な提供等を図ります。 

 

②（一部新）保育対策総合支援事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R2) ７６，４０３千円 → (R3) ２５７，１０２千円 

事業概要：待機児童の解消や保育基盤の整備等を図るため、保育士確保のための保育士・保育所支

援センターの運営や保育士修学資金等の貸付を行うとともに、家庭環境に配慮が必要な

児童のための保育士加配等を支援します。また、保育士を補助する人材を確保すること

により、保育士の負担軽減、早期離職防止を図ります。さらに、保育現場における働き

やすい職場環境づくりに向けて、ＩＣＴ等を活用した先進事例のノウハウやスキルを横

展開する取組を進めるとともに、潜在保育士の就労・職場復帰支援のため、Ｗｅｂ研修

や職場体験の機会を提供します。合わせて、新型コロナウイルス感染症対策のため認可

外保育施設が衛生用品を購入する費用等の補助や、保育所等が感染防止対策などについ

て気軽に相談できる窓口を設置し、専門家による派遣指導等を行います。 

 

③保育士等キャリアアップ研修事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R2) １５，９８０千円 → (R3) １６，３７７千円  

事業概要：保育士等の処遇改善を進め、保育現場におけるリーダー的職員の育成や保育士等の専門

性の向上を図るため、職務内容に応じた研修を実施します。 

 

④（一部新）地域子ども・子育て支援事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R2) ６０４，９７７千円 → (R3) ６４５，７２６千円 

事業概要：全ての子育て家庭および子どもを対象として、病児・病後児保育事業や地域子育て支援

拠点事業など、地域の実情に応じたさまざまな子ども・子育て支援の取組を実施する市

町を支援します。また、新型コロナウイルス感染症対策に伴う小学校の臨時休業等によ

り、ファミリー・サポート・センター事業を利用する場合の利用料を助成する市町に対

して補助を行います。 

 

⑤（一部新）放課後児童対策事業費補助金【基本事業名：23302 放課後児童対策の推進】 

予算額：(R2) １，０８９，３６５千円 → (R3) １，３５６，６１８千円 

事業概要：保護者が昼間家庭にいない小学生の健全な育成を図り、適切な遊びや生活の場を確保す

るため、放課後児童クラブの設置や運営支援、新型コロナウイルス感染症対策に伴う午

前中からの開所に係る経費等の支援を行います。また、放課後児童クラブにおける感染

防止対策などについて、気軽に相談できる窓口を設置し、専門家による派遣指導等を行

います。 

 

 

子ども・福祉部 

 



⑥放課後子ども教室推進事業【基本事業名：23302 放課後児童対策の推進】 

予算額：(R2) ３９，７１７千円 → (R3) ３８，０９４千円 

事業概要：放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づくりの推進を図るため、放課後

子ども教室の運営支援を行います。 

 

⑦保育専門研修事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R2) １０，８２３千円 → (R3) １０，８０１千円 

事業概要：多様化・高度化する保育ニーズ等に対応するため、新規採用保育士や子育て支援員（地

域保育コース）、放課後児童支援員の認定資格研修や資質向上研修、保育現場で求めら

れる専門性の向上に向けた研修等を行います。 

 

⑧私立幼稚園等振興補助金【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R2) １，１２６，９３０千円 → (R3) １，１７８，３６３千円 

事業概要：私立幼稚園や認定こども園を設置・経営する学校法人に対して、経常費の一部を助成す

ることにより、幼児教育の水準の維持向上、園児の就園上の経済的負担の軽減および幼

稚園等の経営基盤の安定化を図ります。また、幼稚園教諭の処遇改善に取り組む学校法

人に対して、経費の一部を助成します。 

 

⑨（一部新）認定こども園等整備事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

 予算額：(R2) ５８，６７０千円 → (R3) １２２，７８９千円  

事業概要：認定こども園等における教育の質の向上を図るための研修を実施します。また、園務改

善のためのＩＣＴ活用に要する経費や、幼児教育の質の向上を図るための遊具や教具の

購入に要する経費を補助するとともに、新型コロナウイルス感染症対策のための衛生用

品購入等への支援を行うなど、質の高い環境で子どもを安心して育てることができる体

制の整備を図ります。 

 

⑩（一部新）子どもの貧困対策推進事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R2) ８１４千円 → (R3) ７，８８０千円  

事業概要：地域で子どもを支えていきたい思いのある企業や民間団体、市町等と連携を促進し、子

ども食堂等とつなぎ合わせ、さまざまな支援機能を持った子どもを支える居場所づくり

を推進します。また、子どもの貧困対策推進会議において、学習支援や市町の取組に係

る好事例の紹介や情報交換を行うなど、関係者間の連携を深めます。 

 

⑪ひとり親家庭自立支援事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R2) ４８，４８４千円 → (R3) ５９，３１９千円 

事業概要：ひとり親家庭の母または父が、安定した雇用と収入を確保できるよう、高等職業訓練促

進給付金の支給等の就業支援を行うとともに、安心して子育てができるよう、家庭生活

支援員の派遣による日常生活支援やひとり親家庭の子どもの学習支援を行う市町への

支援を行います。 

 

 

 



⑫医療支援事業【基本事業名：23304 発達支援が必要な子どもへの支援】 

予算額：(R2) ２７，８８５千円 → (R3) ２２，５８７千円 

事業概要：身近な地域における途切れのない発達支援体制の構築に向けて、「ＣＬＭと個別の指導

計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への導入を促進するとともに、市町の総合支援

窓口の中心となる人材を育成します。また、発達障がい児の早期診断、早期支援のため、

地域の医療機関への実践研修等の技術的支援を行うとともに、市町、療育機関など関係

機関とのネットワークの構築等を進めます。 

 

 

⑬私立高等学校等就学支援金交付事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

  予算額：(R2) ２，５１３，４６０千円 → (R3) ２，６７３，６１４千円 

事業概要：私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、就学支援金等の支給を行うことによ

り、保護者等の経済的負担の軽減を図ります。 

 

⑭私立高等学校等教育費負担軽減事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

  予算額：(R2) １３３，６２６千円 → (R3) １７０，０８０千円 

事業概要：私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、奨学給付金の支給や授業料減免を行

った学校法人に対する助成等を行うことにより、保護者等の経済的負担の軽減を図りま

す。 

 

 

⑮就学前教育の質向上事業【基本事業名：23301 幼児教育・保育の充実】 

予算額：(R2) ４，２５８千円 → (R3) ３，２１７千円 

事業概要：幼稚園・認定こども園・保育所における幼児教育の質の向上と保幼小の円滑な接続を進

めるため、教育委員会に専門的な知識を有する幼児教育スーパーバイザーを配置すると

ともに、幼児教育アドバイザーを市町へ派遣し、研修支援等を行います。 

 

⑯高等学校等進学支援事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R2) ２３１，２４４千円 → (R3)  １７２，８２１千円 

事業概要：高等学校・高等専門学校の生徒に対する修学奨学金の貸与等により、経済的な理由で修

学が困難な生徒を支援します。 

 

⑰高校生等教育費負担軽減事業【基本事業名：23303 子どもの貧困対策の推進】 

予算額：(R2) ３，８３０，５６５千円 → (R3)  ３，７０６，４９０千円 

事業概要：就学支援金や奨学給付金等を支給し、高等学校等における保護者等の教育費負担の軽減

を図ります。授業料以外の教育費の負担を軽減する奨学給付金について、新型コロナウ

イルス感染症の影響による家計急変世帯を給付対象とするとともに、家庭でのオンライ

ン学習に必要な通信費相当額を支給します。 

 

環境生活部 

 

教育委員会 

 


